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気候変動等により全国各地で水害被害が相次いでいることを背景に全国で”流域治水”が進められている。

流域治水では従来の河川や下水道などの個々の事業者の取り組みだけなく、開発部局の事業効果やリスク

も統合的に評価した上で、住民らを含めたすべての関係者で将来に向けて取り組む事柄についての合意形

成が必要になる。不確実性をはらんだ将来の水害リスクを評価することは、これまでは降雨の極値を取る

ことなどで外力設定していたが、多数アンサンブルの気象シナリオを有する d4PDF を用いることで降雨

アンサンブルシナリオから多数の氾濫シナリオを生成することができる。本研究では、統合型浸水シミュ

レーションに対して、大アンサンブル降雨シナリオを外力として与えたときの地先の水害リスク算定の方

法論と流域治水への適用を議論する。 
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1. 序論 

 

近年、令和 2年 7月豪雨など未曽有の災害による激甚

な水害被害が、毎年のように全国各地で発生している 1)。

直近でも令和 4年 8月 1日からの大雨 2)では北海道から

福岡県までの広い範囲に浸水被害を与え、新潟県をはじ

めとする北陸地方では人的被害を含めた特に大きな水害

被害が生じている。こうした豪雨被害の原因のとして、

異常気象 3)や気候変動 4)によるものが挙げられており、

外的要因の変化に合わせた水害対策の方法を進めること

が求められるであろう。これらの背景から、国土交通省

では令和 3年 3月に図 1に示すような、流域のあらゆる

関係者が一体に取り組む“流域治水プロジェクト”の加

速を発表 5)している。これにより、河川・下水道管理者

といった排水事業による治水だけではなく、建築規制な

どの開発事業など、様々なハード・ソフト対策との連携

により流域内の総合的な治水効果の向上が期待できる。

しかし、流域のあらゆる関係者が関わる流域治水プロジ

ェクトに対して、対策を検討するためのリスク情報が不

足しているという点が指摘できる。例えば、不動産取引

時における水害リスク情報の提供として、宅地建物取引

業法施行規則が 2020 年 7 月に改正され、重要事項説明

時に水害ハザードマップにおける取引の対象物件の所在

地を説明することが求められる 6)ようになった。ここで

用いられている水害情報は、洪水浸水想定区域図などの

浸水想定区域が示されたものであるが、これは各管理河

川で別個に想定される被害を重ね合わせたものになる。

しかし、想定される外力の再現期間が等しい場合でも、

それぞれの河川に適応される外力は等しいとは限らない

ため、再現期間中に物件所在地に迫る可能性のある水害

リスクを表しているとは言えない。 

そこで、本研究では流域治水に資する洪水リスク評価

を実現するために、大規模アンサンブル降雨シナリオを

用いた降雨外力設定による評価手法について考察する。

なお、本稿における“洪水リスク”は、流域内の各地点

(以下、地先)における洪水の規模(浸水深)と頻度(発生確

率)の積と定義する。 
図 1 流域治水プロジェクトのイメージ 5) 
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図 2 RRIモデルの概念図 9） 

2. 流域治水に資する洪水リスク評価の動き 

 

従来の氾濫計算は、例えば国土交通省の洪水浸水想定

区域図作成マニュアル 7)を参考にすると、対象の降雨は

告示に基づいた設定手法 8)より、地域ごとに設定された

降雨から対象地域での想定最大規模の降雨量および降雨

波形を算出し、解析対象となる河川への流出量を計算す

る。この計算手法を流域治水のためのリスク評価に用い

る際には、対象河川からの氾濫現象のみの解析となるた

め、「複数河川の相互影響や河道への戻しの影響」や

「中小河川氾濫や内水氾濫の外力とは異なる降雨外力設

定」になっていることが課題として挙げられる。 

「複数河川の相互影響や河道への戻しの影響」の課題

は、流域内に複数の河川が存在することに起因する。自

治体発行のハザードマップには、複数河川からの外水氾

濫や下水道施設の内水氾濫の想定が重ねられている場合

があるが、これは元資料となる浸水想定区域図が各施設

の整備状況で想定最大規模の外力が生じたときに生じる

最大被害の包絡線となっており、相互の影響は考慮され

ていない。実現象としての豪雨の際には、1 つの大河川

の洪水による氾濫に加え、複数の河川に起因する氾濫現

象が同時に発生し相互に影響しあう可能性、また氾濫原

の浸水深が大きくなることで河道へ水が再度流れ込むな

どの現象が起こりうる。このような現象の再現手法とし

て、佐山らは降雨流出から洪水氾濫までを流域一体で解

析する図 2 のような降雨流出氾濫モデル(Rainfall-Runoff-

Inundation: RRI Model)9)を開発している。河道部を 1 次元

不定流計算、山地・平地の陸域で 2次元不定流計算を用

い、河道と陸域相互の水の移動も計算に考慮することが

できる。また、瀧ら 10)は滋賀県の流域治水政策に用いる

ために、図 3のような山地部は流出計算、河道域は 1次

元不定流、氾濫域を 2次元不定流で計算することに加え、

水路や下水道の効果を計算内に反映させている。 

「中小河川氾濫や内水氾濫の外力とは異なる外力設

定」の課題は、上記告示による外力設定の手法による。

告示で示された設定手法では、「想定最大規模降雨の降

雨量の設定に当たり用いる面積は、河川については当該

河川の基準地点等より上流の流域面積とし、下水道施設

については排水区等の面積とする。」とされており、同

じ流域内に存在する河川と下水道であっても、設定され

る降水量や治水安全度が異なる。また、流域面積ごとの

整備計画規模に用いる年超過確率が異なるため、隣接し

ている地であっても治水・排水施設の整備特性ごとに想

定されている降雨波形が異なる。加えて実降雨では降雨

の時間的空間的な広がりが存在する。令和 4年 8月 5日

に発生した滋賀県高時川での洪水の際の滋賀県設置雨量

観測所の位置関係を図 4、上流部である菅並、支川部で

ある杉野、下流部である落川での雨量観測の結果 12)をそ 図 4 滋賀県姉川・高時川流域の雨量観測点(滋賀県設置) 

図 3 地先の安全度の計算概念図 11) 
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れぞれ図 5,6,7に示す。このとき、図 5,6と図 7の縦軸

の縮尺が異なることには注意されたい。このように、降

雨量が時間・空間的な広がりで異なることに加えて、長

期的で広域に相互の影響を及ぼすリスクを分析する上で

は、それぞれの降雨の波形の発生確率や上下流などの関

係地点間での同時生起確率などの計算も必要になる。先

に挙げた滋賀県の流域治水の取り組みでは、瀧らの内外

水を同時に分析する試みで滋賀県内の氾濫現象を一体的

に分析した“地先の安全度マップ”が作成されているが、

この際には降雨は県下一様の降雨が設定されており、中

長期といった時間的、流域といった空間的な広がりを考

慮した分析はできていない。 

 

 

図 5 2022年 8月 5日 菅並雨量観測所における雨量 

 

図 6 2022年 8月 5日 杉野雨量観測所における雨量 

 

図 7 2022年 8月 5日 落川雨量観測所における雨量 

 

3. 大アンサンブル降雨シナリオを用いた氾濫シ

ミュレーション 

 

(1) d4PDFについて 

本研究で多数シナリオ降雨を得るための d4PDF13)は、

海洋研究開発機構の数値実験による成果であり、全世界

で 60km、日本周辺で 20kmメッシュの高解像度大気モデ

ルを使用した高精度実験出力である。日本周辺の過去実

験 3000 年分、将来 4℃昇温実験 5400 年分などのシナリ

オがある。図 8 には、図 4 と同領域に黒線 5km メッシ

ュ、赤線範囲が 20km メッシュとなるように表示してい

る。図のように 20km メッシュでは前章でしてきしたよ

うに時空間的に同様の外力を扱うことになるために、よ

り高解像度な降雨シナリオが求められる。この d4PDFの

成果を 5km メッシュにダウンスケーリングしたものが、

佐々井らの大気近未来予測力学的ダウンスケーリングデ

ータ(以下、DDS5TK)14)になる。対象地域は東北から九

州に限定されるが、過去、4℃昇温、2℃昇温でそれぞれ

延べ 372年分の実験結果がある。本研究では佐々井らの

DDS5TK の実験結果から、バイアス補正を施して多数シ

ナリオ降雨として用いることを想定する。 

 

 

図 8 滋賀県北部地域における 5kmメッシュ割付 

(2) 計算手法の設定 

  本研究では、滋賀県を対象としてリスク評価を試み

る。瀧らの地先の安全度評価に用いた統合型解析モデル

および実務用に整備された地形モデルから、本研究の目

的となる大アンサンブル降雨シナリオをリスク評価に資

するシミュレータに向けての改良をする。具体的には、

図 8黒太枠で囲われた領域の流出域での等価粗度法導入

による流域分割、パラメータ同定や降雨参照点の調整、

氾濫原メッシュへの分布型降雨割り付けと図 9のような

これらの再現計算による検証となる。 

 

 

図 9 2022年 8月 5日菅並点の観測水位と再現計算 
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4. 洪水リスク評価のための課題と考察 

 

本研究では、流域治水に資する評価を実施するために

多種の治水・排水施設の相互効果検証や時空間分布を考

慮した降雨を設定することを試みている。この手法を用

いた際の課題は、それぞれの施設がシミュレーション結

果通りに機能しない可能性が高い点が指摘される。洪水

浸水想定区域図では、洪水では河川管理者が、内水では

下水道管理者がそれぞれ管理する施設の情報を用いて解

析する。しかし、本研究のような多様な施設を含むシミ

ュレーションは治水・排水施設の施設情報や開発情報な

ど様々な管理者の情報が統合されているため、現在時点

では確認時期の不整合が生じており、将来時点では情報

の未整備や更新情報の遅延などによる不整合が生じる可

能性が大きくなる。 

また、洪水リスク評価として、規模(浸水深)と頻度(発

生確率)を求めるために大アンサンブルシナリオを用い

る。ここでは物理的な分布を持った降雨を用いることで

外力の確率分布を設定している。しかし、洪水氾濫の一

因となる破堤確率、土砂災害の同時発生確率、流木等に

よる堰き止め確率は考慮できていない。破堤確率は、現

在のモデルでは水位が堤防各断面に設定された計画降水

高・天端高に到達した場合破堤するものと破堤しないも

のを等確率で設定している。しかし、それぞれの発生確

率は一様ではないことが考えられることから、破堤確率

の分布についても考慮することを今後の課題にしたい。

土砂災害の同時発生確率や流木等の堰き止め確率は、現

在のモデルでは考慮していない。これは、特に中小河川

で被害に及ぼす影響が大きい課題であるが、『小規模河

川の氾濫推定図作成の手引き』15)での技術的課題で“土

砂・洪水氾濫が懸念される河川区間における大量の土砂

の混入を考慮した氾濫推定図の作成手法については、研

究開発途上であることから、本手引きでは「当面は洪水

（流水）のみを対象に氾濫解析を実施することとした」

としている”としていることから、今後の研究の成果に

期待したい。 
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